
（平成２２年１１月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認長野地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



長野厚生年金 事案 823 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格取得日に係

る記録を昭和 47 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年３月１日から同年４月１日まで 

昭和 47 年３月１日にＡ社（現在は、Ｃ社）Ｄ案内所から同社Ｂ営業所へ

期間を空けることなく異動したにもかかわらず、申立期間が被保険者期間と

されていない。当該期間についても給与から厚生年金保険料が控除されてい

たはずなので、被保険者期間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社から提出された回答書、人事記録カード、元同僚の証言及び雇用保険の

記録により、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 47 年３月１日に同社Ｄ

案内所から同社Ｂ営業所へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 47 年４月の社会保険事務

所（当時）の記録から３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主（Ｃ社）は保険料の納付に関する資料が現存しておらず、

厚生年金保険料を納付していたか不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



長野厚生年金 事案 824 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 55年 11月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失

した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められることか

ら、申立期間について、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、16万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年７月 26日から同年 11月１日まで 

昭和 55年７月 26日から同年 10月 31日までの間、Ａ社に勤務し、給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたので、当該期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人は、昭和 55 年 10 月 31 日までＡ社に継続し

て勤務していたことが認められるが、オンライン記録では、同年７月 26 日に

厚生年金保険の被保険者資格を喪失している。 

一方、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の当該事

業所における被保険者資格喪失に係る届出は、当該事業所が厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなった日（昭和 55 年 11 月１日）の後の 56 年３月９日

付けで、オンライン記録の資格喪失日（55 年７月 26 日）までさかのぼって処

理されていることが認められる。 

また、当該被保険者名簿によると、昭和 55年 11月１日以降の日付けで、資

格喪失日が訂正されている者や、標準報酬月額の随時改定又は定時決定の記録

を取り消されている者が多数認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 55年７月 26日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効

なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、雇用保険の記録に

おける離職日の翌日である同年 11月１日であると認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 55 年６月の社会保険事務

所の記録から、16万円とすることが妥当である。



長野厚生年金 事案 825 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 39年９月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年９月 20日から同年 10月 25日まで 

昭和 35 年３月にＡ社（現在は、Ｃ社）に入社し、39 年９月 20 日に同社

Ｄ工場から同社Ｂ支店へ間を空けることなく異動したにもかかわらず、同年

９月が厚生年金保険被保険者期間とされていない。当該期間についても給与

から厚生年金保険料が控除されていたはずであるので、被保険者期間を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社からの回答書及び元同僚の証言から、申立人はＡ社に継続して勤務し

（同社Ｄ工場から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社の給与の締め日が毎月 20 日であることが確

認できるところ、申立人が給与の締め日の翌日（昭和 39年９月 21日）から同

社Ｂ支店に着任したことを記憶していることから、39 年９月 20 日とすること

が妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 39年 10月の社会保険事務

所（当時）の記録から２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業 

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。 



長野国民年金 事案 768（事案 464の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年４月から９年５月までの期間及び９年９月から 10 年２月

までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年４月から９年５月まで 

② 平成９年９月から 10年２月まで 

    申立期間①については、毎年５月又は６月ごろにＡ市役所で国民年金保

険料の免除申請を行っており、申立期間②については、同市役所で厚生年

金保険から国民年金への切替手続を行った際に一緒に免除申請を行った。 

    免除申請後に免除申請承認の通知を受けたことを覚えているにもかかわ

らず、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、平成４年 11 月にＡ市に

転入後、平成５年度以降の国民年金保険料の免除を申請してきたと主張して

いるが、同市の免除申請受付簿（電算記録）に申立人の名前は無い上、両申

立期間をすべて納付免除とするためには６回の申請手続が必要であるが、こ

れだけの回数の事務処理を行政が毎年続けて誤ったとは考え難いこと、ⅱ）

申立人は、「Ａ市に居住していた間、継続的に相談に乗ってもらっていた市

職員がおり、その職員を通じて国民年金保険料の免除申請を行った。」とし

ているが、申立人は当該職員の名前を記憶しておらず、当該職員を確認する

ことができないことから、申立期間当時の状況が不明であることなどを理由

として、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年３月４日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の申立てに当たり、申立人は、「申立期間の国民年金保険料の免除申

請を行った。」とする前回の申立てと同様の主張をするのみで、申立期間に

ついて国民年金保険料が免除されていたことを示す新たな事実及び関連資料

は無いことから、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は認められず、

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこと

から、申立人は、申立期間について国民年金保険料を免除されていたものと

認めることはできない。



長野国民年金 事案 769 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から３年 10 月までの期間及び９年４月から同年５月

までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年４月から３年 10月まで 

② 平成９年４月から同年５月まで 

    申立期間①については、平成元年＊月に結婚した後、転入したＡ区Ｂ近

くの区役所出張所で、元夫と私の国民年金保険料の免除申請を行った。後

日、元夫の保険料が免除になった通知を見た記憶があるので、当該期間に

ついて、元夫が免除とされているにもかかわらず、私だけが免除とされず、

未加入とされていることは納得できない。 

    申立期間②については、平成９年２月にＣ市に転居し、Ｃ市役所で国民

健康保険の加入手続をした際、同時に、隣の国民年金の窓口で国民年金の

加入手続と国民年金保険料の免除申請をしたと思うので、当該期間が免除

とされず、未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、申立人は、「Ａ区役所の出張所で、自分と元夫の国

民年金保険料の免除申請手続を行った。」と主張しているが、Ａ区役所は、

「平成元年前後は、国民年金保険料の免除申請は、区役所本庁舎のみで受け

付けており、出張所で免除申請手続はできなかった。」と回答している上、

その元夫は、「自分は、申立人との結婚前に国民年金の加入手続を行い、可

能な限り自分で国民年金保険料を納付した。結婚後、Ａ区へ転入してからは、

Ａ区役所本庁舎へ行き、自分の免除申請だけを行い、次の年からは区役所か

ら送られてきた免除申請用紙を区役所本庁舎に持参し、毎年、免除申請手続

を行った。申立人の免除申請手続を行った記憶は無い。」と証言している。 

   また、申立人は、当該期間の国民年金加入手続についての記憶が曖昧
あいまい

であ



るところ、オンライン記録及びＣ市の国民年金被保険者名簿（電算記録）に

よると、申立人は、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号から付番された

基礎年金番号により、Ｃ市において平成 16 年７月 31 日に初めて国民年金被

保険者資格を取得していることが確認できる上、これ以前に申立人に対して

別の国民年金手帳記号番号が払い出された事情も見当たらない。 

さらに、申立期間①について、申立人の保険料が免除されていたことを示

す関連資料は無く、保険料が免除されていたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

 ２ 申立期間②について、申立人は、「Ｃ市役所で免除申請をしたと思う。」

と主張しているものの、当該期間に係る国民年金の加入手続についての記憶

が曖昧
あいまい

であるところ、上述のとおり、申立人は、平成 16 年７月 31 日に初め

て国民年金被保険者資格を取得しており、これ以前に申立人に対して別の国

民年金手帳記号番号が払い出された事情も見当たらない。 

   さらに、申立期間②について、申立人の保険料が免除されていたことを示

す関連資料は無く、保険料が免除されていたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

 ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人の申立期間①及び②について、国民年金保険料を免除されて

いたものと認めることはできない。



長野国民年金 事案 770（事案 386及び 597の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年８月から 47 年 10 月までの期間及び 50 年３月から 51 年

４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年８月から 47年 10月まで 

② 昭和 50年３月から 51年４月まで 

    申立期間について、それぞれ会社退職後に国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付した記憶があるにもかかわらず、未加入とされてい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は昭和 44 年５月ごろＡ市に

おいて国民年金に初めて加入していることが確認できるが、同年 10 月に国

民年金被保険者資格をいったん喪失しており、その後、平成４年２月にＢ市

において新たな国民年金手帳記号番号が払い出され、国民年金に加入してい

ることは確認できるものの、昭和 44 年 10 月に被保険者資格を喪失後、新た

に国民年金手帳記号番号が払い出されるまでの間、厚生年金保険から国民年

金への切替手続を行ったことを確認することができないこと、ⅱ）申立人は、

切替手続に関する明確な記憶が無い上、申立期間後においても長期にわたる

未加入期間が複数あり、申立人が会社退職後速やかに切替手続を行ってきた

状況にはないことから、両申立期間に限って切替手続を行ったとは考え難い

こと、ⅲ）納付の実態が不明である上、申立人が申立期間について保険料を

納付していたことを示す関連資料（日記、家計簿等）は無いことから、既に

当委員会の決定に基づき平成 20 年 12 月 25 日付けで年金記録の訂正は必要

でないとする通知が行われている。 

   また、申立人は、上記の当委員会の通知を受けた後、申立期間について、

それぞれ会社退職後に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し



た記憶があるとして当委員会に再申立てを行ったが、申立内容に委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情は認められず、そのほかに委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情も見当たらなかったことから、既に当委員会の

決定に基づき平成 21 年８月５日付けで年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

   今回、申立人は、「私は、市役所には４回しか行っていない。そのうちの

２回が申立期間に係るものであり、その時に国民健康保険と国民年金は一体

で、セットでなければ加入できないと市で言われたことを思い出した。国民

年金にだけ加入していないはずはない。」と主張しているが、Ａ市は、「当

市において申立人が国民健康保険に加入していたか否かについては、資料の

保存期間の経過により確認できない。また、国民健康保険と国民年金は、基

本的にはセットでの加入を勧めてはいたが、セットでなければ加入できない

ということはない。」としていることや、申立人は、当初の申立ての際に、

「申立期間については国民健康保険には加入しておらず、医療費は実費を払

っていた。」としていたことなど、申立内容には不自然さがみられることか

ら、この主張のみでは、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認

められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 



長野厚生年金 事案 821 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年 10月６日から 44年４月１日まで 

昭和 43年８月に、夫（入籍は 44年２月＊日）と一緒にＡ社に入社した。 

私は、途中から同じ事業主が経営しているＢ社に変わったが、退職は夫と

同じ昭和 44 年３月末であったにもかかわらず、私の申立期間の厚生年金保

険被保険者記録だけが抜けている。 

申立期間を、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  複数の元同僚の証言により、申立人が申立てに係るＢ社に勤務していたこと

はうかがえるものの、当該元同僚からは、申立人の勤務期間及び退職時期を特

定できる証言を得ることができなかった。 
また、雇用保険の記録によると、申立人の当該事業所における離職日は、昭

和 43年 10月２日とされていることが確認できる。 

さらに、当該事業所は既に解散しており、当時の関係資料（人事記録、賃金

台帳、源泉徴収簿等）は無い上、事業主も既に他界していることから、申立人

の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



長野厚生年金 事案 822 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年２月 20日から 25年１月１日まで 

Ａ社Ｂ工場に昭和 24 年 12月 31日まで勤務していたが、資格喪失日が同

年２月 20 日になっている。長女出産のため、私（申立人の妻）だけが同年

10 月にＣ郡の実家に帰り、同年＊月＊日に出産した時点では、まだ夫（申

立人）はＢにおり、同年 12月 31日に帰ったことを記憶しているので、記録

を訂正してほしい。 

(注)申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の証言により、申立人が、昭和 24年２月 20日以降もＡ社Ｂ工場に勤

務していたことはうかがえるものの、当該同僚からは、申立人の勤務期間及び

退職時期を特定できる証言が得られない。 

また、社会保険事務所（当時）の記録によると、当該事業所は、昭和 24 年

２月 20 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間におい

て適用事業所であった記録は確認できない。 

さらに、申立人と同日に被保険者資格を喪失した元同僚３人に聴取したが、

適用事業所ではなくなった日以後の期間において厚生年金保険料が給与から

控除されていたことをうかがわせる証言や資料は得られなかった。 

加えて、当該事業所は、当時の関係資料（人事記録、賃金台帳、源泉徴収簿

等）を既に廃棄したと回答しており、このほか、申立人が事業主により給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 


